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書面化の推進・定着に向けた取組について（関東運輸局）書面化の推進・定着に向けた取組について（関東運輸局）

関東運輸局ではトラック運送業における運送契約書面化の推進・定着を図る
ため、パンフレットのＨＰへ掲載、荷主企業団体等への配布のほか、各種会
議等において周知活動を行っています。

既存の事業者や関係者に対する取組

平成２６年３月１２日（東京） ・平成２６年３月１２日（神奈川）・平成２６年３月１７日（埼玉）・平成２６年３月１８日（千葉）

平成２６年６月２３日（群馬） ・平成２６年６月２４日 （栃木） ・ 平成２６年６月２７日（茨城）・平成２６年７月 １日（山梨）

●「書面化等適正取引の推進について」を議題とするパートナーシップ会議の開催
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新規参入事業者等に対する取組

管内運輸支局が開催している「新規許可事業者等講習会」において、新規参入許
可事業者や事業承継した事業者に対して運送契約の書面化の推進とその必要性
等について講義を実施

●トラック協会が主催する「物流セミナー等」において、運輸局職員による書面化等の
制度説明を実施

平成25年11月12日 群馬県トラック協会 物流セミナー ・ 平成26年 2月19日 千葉県トラック協会 物流セミナー
平成26年 2月26日 茨城県トラック協会 荷主セミナー ・ 平成26年 2月28日 埼玉県トラック協会 物流セミナー



書面化定着の進展を図るため、省令等
施行後の実態を適切に把握・分析し、書
面化定着を図る。

トラック運送業における書面化等定着のための取組について

書面化定着状況等の実態調査

○ トラック運送業における基本契約、「書

面化推進ガイドライン」による運送引受書

交付に関する「契約書面作成実務ハンド

ブック」を作成してホームページに掲載す

る等により、十分な周知及び浸透を図る。

○ 上記ハンドブックを活用した基本契約

トラック協会の取組について

○書面化実施率

調査項目例

○ 上記ハンドブックを活用した基本契約

の締結、運送条件等に係る重要事項の書

面化についてのセミナーを全国で実施す

る。

実態調査、セミナーでの事業者の状況等の結果を踏まえ、書面
化定着等を加速させる取組を検討。

・未実施の運送形態
運送品目、受注形態、車両規模 等

○国交省が提示した書面化の内容
・ガイドラインのメリット 等
○書面化の効果 等
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書面化の推進について

○書面化の必要性・効果

○書面化は必要：７割以上
○改善された事項：
収受する運賃が明確になった

（５６％）
附帯業務内容が明確になった

（４１．４％）

○書面化によって改善が
みられた業種（輸送品目）

○建設資材・住宅関連
○自動車・輸送機器等
○機械工業品・機械部品

書面化したことによるメリットメリット

○書面化実施率（８～１０割実施）
の向上

書面化推進ガイドラインを
知る前 →  知った後

継続貸切：５５．６％→  ６５．３％
スポット ：２６．３％→  ３６．１％

○書面化実施率が上がった理由・取り組み

～荷主への対応～
○荷主、協力会社への協力要請等、働きかけ
を行った。
○契約書面の内容について荷主と協議し、
見直しを行った。
○取引先へのガイドラインの提示、依頼書様式
の配布等を行った。

～自社の取り組み～

○全事業所への書面化研修の実施など、従業員
に対する書面化の周知徹底を図った。

○契約書がすぐに発行できるよう日頃から
準備している。

３



書面化の推進について

○小規模事業者への周知

○半数の小規模事業者が

書面化について理解していない。

○全ての品目において書面化
の実施率が低い

○スポット取引における実施率

○書面化が困難な理由

○書面化が困難な項目

①運賃・燃料サーチャージ ②有料道路利用料 等
③附帯業務内容 ④運送日時

○書面化が進んでいない業務（輸送品目）

○農林水産品 ○砂利・砂・石炭等
○衣料品・雑貨等 ○機械工業品・機械部品

トラック事業者が求めるトラック事業者が求める

書面化推進の課題

○運送内容が不明確 ○荷主の理解・協力不足
○運送直前の決定・変更 ○着荷主側での状況把握不足

○書面化を更に推進するために必要な点

○国交省だけでなく、関係省庁も共に動いてほしい
○定期的なガイドラインセミナーの開催
○荷主に対する理解促進。荷主へのアピール
を積極的に行う

○事業者の自覚とレベルアップ
（荷主側に伝わっていない）
○事業者への更なる周知 ○他業界への説明・周知

トラック事業者が求めるトラック事業者が求める
取り組み取り組み

～書面化の意義～

運送内容が不明確等の理由は、
適正な取引の確保及び
輸送の安全を阻害する行為等
につながりかねない内容であり、これらを
改善するための手段が書面化であること
を意識する必要がある。
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書面化の推進について

アンケートの結果を踏まえ、書面化の普及・定着を加速させる取組（案）

○全国において、きめ細かく、また、一過性とならないよう必要に応じて継続して開催していく
○トラック事業者が参加しやすいよう議題、 講師 等を検討

○書面化推進セミナー

○書面化推進セミナーでの活用
○ＨＰ、機関紙等での広報
○書面化推進セミナー以外の会合等での配布

○トラック運送業における契約書面化の基礎知識（書面化推進セミナーテキスト）

○３者（発荷主、着荷主、トラック事業者）によるモデル事業により書面化、手待ち時間の改善等
に向けた課題・改善点を検証

○発荷主、着荷主、トラック事業者において、課題と改善点を検証

○書面化推進セミナー以外の会合等での配布

○地方運輸局等が実施しているトラック運送業における適正取引推進（サーチャージ導入・価格転嫁）
説明会の活用

○リーフレットの配布徹底（セミナー、会議等）
○新規許可、巡回指導時の周知
○本省・地方で開催しているトラック輸送適正取引推進パートナーシップ会議の活用
○実態を適切に把握・分析するため継続してアンケートを実施

○既存の取り組みのさらなる活用

５



トラック運送業における書面化に関するアンケート結果（概要）

調査期間：
平成26年11月～平成27年1月

回答事業者数：1,069事業者

主な業種（輸送品目）別における書面化実施率について

１０人

以下
8.2%

１１～２

０人
15.7%

２１～５

０人
32.6%

５１～１

００人
20.2%

１０１～

３００人
17.3%

３０１人

以上
5.9%

継続的な貸切輸送

品目 5～7割 8～10割 合計

石油製品・液体薬品 12.7％ 61.8％ 74.5％

自動車・輸送用機器等 15.7％ 58.8％ 74.5％

加工食品・生菓子等 22.5％ 52.0％ 74.5％

品目 5～7割 8～10割 合計

石油製品・液体薬品 11.1％ 70.4％ 81.5％

自動車・輸送用機器等 16.4％ 56.4％ 72.8％

スーパー・コンビニ等 16.0％ 56.0％ 72.0％

品目 0割 1～2割 合計

砂利・砂・石炭等 21.4％ 7.1％ 28.5％

衣料品・雑貨等 14.1％ 14.1％ 28.2％

機械工業品・機械部品 8.2％ 16.4％ 24.6％

品目 0割 1～2割 合計

砂利・砂・石炭等 20.0％ 8.0％ 28.0％

機械工業品・機械部品 3.4% 17.2% 20.6％

農林水産品 6.8% 13.6% 20.4％

依頼主：真荷主
書面化実施率５割以上

依頼主：真荷主
書面化実施率２割以下

依頼主：利用
書面化実施率５割以上

依頼主：利用
書面化実施率２割以下

従業員数

実
施
率
の
高
い
品
目

実
施
率
の
低
い
品
目

※主な業種の継続的な貸切輸送、スポット輸送における依頼主別の書面化実施率（5割以上、2割以下）について、それぞれ3位まで掲載した。
※書面化実施率については、基本契約等で一部でも運送条件が書面化されている場合等を含む。 6

１０台

以下
14.7%

１１～２

０台
20.7%

２１～５

０台
33.2%

５１～１

００台
18.0%

１０１～

３００台
10.9%

３０１台

以上
2.5%

スポット輸送

機械工業品・機械部品 8.2％ 16.4％ 24.6％ 農林水産品 6.8% 13.6% 20.4％

品目 5～7割 8～10割 合計

加工食品・生菓子等 9.4％ 62.5％ 71.9％

紙・パルプ 23.8％ 42.9％ 66.7％

機械工業品・機械部品 10.8％ 52.7％ 63.5％

品目 5～7割 8～10割 合計

農林水産品 29.6％ 29.6％ 59.2％

自動車・輸送用機器等 25.4％ 31.7％ 57.1％

紙・パルプ 12.1％ 42.4％ 54.5％

品目 0割 1～2割 合計

農林水産品 19.6％ 19.6％ 39.2％

衣料品・雑貨等 18.6％ 11.6％ 30.2％

飲料水 15.4％ 11.5％ 26.9％

品目 0割 1～2割 合計

衣料品・雑貨等 17.2％ 20.3％ 37.5％

加工食品・生菓子等 15.2％ 21.2％ 36.4％

飲料水 19.2％ 15.4％ 34.6％

依頼主：真荷主
書面化実施率５割以上

依頼主：真荷主
書面化実施率２割以下

依頼主：利用
書面化実施率５割以上

依頼主：利用
書面化実施率２割以下

保有車両数
（被牽引車は除く） 実

施
率
の
高
い
品
目

実
施
率
の
低
い
品
目



トラック運送業における書面化に関するアンケート結果（概要）

55.3% 37.6% 7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
理解している 聞いたことがある 聞いたことがない 8.4%

75.7%

16.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新たな書面を作成

既存の書面を活用

対応していない

書面化への対応方法

(n=1023)

※複数回答あり

(n=1043)

書面化推進ガイドラインの発出等、適正取引の確保等に向けた取組について

○国土交通省の書面化推進ガイドラインの発出など適正取引及び安全運行
確保への取り組みについて、全体では約５５％の事業者が「理解している」と
の回答だったが、２０台以下の事業者でみると半数以下の４７％であった。

○書面化への対応方法については、「既存の書面を活用」との回答が最も多
く約７６％、一方、「新たに書面の作成」との回答が約８％であった。

47%

61%

58%

46%

33%

34%

7%

5%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～20台

21～50台

51台～

～車両規模別理解度～

理解している 聞いたことがある 聞いたことがない
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19.9%

77.1%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

電子メール等の電磁的方法

ＦＡＸ

その他

運送引受書の主な交付方法

※複数回答あり

(n=978)

郵送

直接手渡し（会社訪問等）

89.6% 10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適当 不適当

運送引受書の保存期間（1年間）について

(n=998)

３ヶ月

６ヶ月

２年

３年

請求・支払が済めば不要

必要なし

○運送引受書の交付方法は「ＦＡＸ」が最も多く約７７％、「電子メール等の電
磁的方法」は約２０％だった。
○その他の方法としては、「郵送」や「直接手渡し」などがあった。

○運送引受書の保存期間（１年間）について、「適当」が約９０％だった。
○「不適当」（約１０％）との回答者に適当と思われる期間を聞いたところ、「３

か月」や「６か月」という意見があったが、一方で長いものでは「３年」などの意
見もあった。また、「支払いが済めば不要」との意見もあった。



トラック運送業における書面化に関するアンケート結果（概要）

9.4%

7.9%

7.7%

6.0%

5.3%

3.9%

22.0%

17.0%

55.6%

65.3%

書面化推進ガイドラインを知る前、知った後の書面化実施率の推移、実施率が上がった場合の理由・取組等

16.5%

15.9%

25.0%

17.9%

14.5%

12.4%

17.7%

17.7%

26.3%

36.1%

実施率が上がった主な理由・取組

【荷主への対応】

荷主、協力会社への協力要請等、働きかけを行った。

継続荷主に対して優先的に依頼した。

契約書面の内容について荷主と協議し、見直しを行った。基本契約の見直しを行った。

荷主に輸送前に必ず発注書を頂くようにお願いした。

取引先へのガイドラインの提示、依頼書様式の配布等を行った。

【自社の取組】

全事業所への書面化研修の実施など、従業員に対する書面化の周知徹底を図った。

取引開始時に契約書を交わすようにした。（スポットはＦＡＸで対応）

電話連絡からＦＡＸでのやりとりに変更した。

GL知る前

GL知った後

GL知る前

GL知った後

継続的な貸切輸送

スポット輸送

○書面化の実施率について、書面化推進ガイドラインを知る前と知った後で比較したところ、実施率が８割以上については、「継続的な貸切輸送」、「スポット輸
送」のいずれも約１０％増加した。一方、実施率が２割以下については、「継続的な貸切輸送」で約３％、「スポット輸送」で約８％減少した。
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０割 １～２割 ３～４割 ５～７割 ８～１０割

電話連絡からＦＡＸでのやりとりに変更した。

契約書がすぐに発行できるよう日頃から準備している。

書面化推進ガイドラインに定められている必要記載事項について書面化が困難な項目

回答項目 ポイント 主な理由

１位 運賃、燃料サーチャージ ８９６Ｐ

・サーチャージは荷主が認めない。
・受注時点では請求額が明確にならない。
・サーチャージの明記は荷主から契約解除される恐れがある。
・運賃は社外秘のため。

２位 有料道路利用料、附帯業務料等、車両留置料その他 ６５２Ｐ
・荷主の理解が得られない。
・荷主に費用の意識がない。
・道路状況や手待ち時間等により都度変動するため契約時の記載は難しい。

３位 附帯業務内容 ５３５Ｐ
・荷主担当者から頼まれるとドライバーが断れない。
・現場（荷卸先等）での業務内容が曖昧である。
・事前に把握しきれない。

４位
運送日時
（積込開始日時・場所、取卸し終了日時・場所）

４１５Ｐ
・手待ち時間、荷主の作業進捗状況、附帯業務等のため時間通りにいかない。
・荷物の量、積み込み場所、時間等、当日まで分からない。

○必要記載事項の中で書面化が困難な項目としては、「運賃、燃料サーチャージ（８９６Ｐ（※））」が最も多く、次いで「有料道路利用料、附帯業務料等（６５２Ｐ）」、
「附帯業務内容（５３５Ｐ）」の順位となった。

※順位については、回答の第1位に3ポイント、第2位に2ポイント、第3位に1ポイントを付与し集計した。



トラック運送業における書面化に関するアンケート結果（概要）

書面化を更に推進させるために必要なこと

72.4% 6.8% 20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要 不要 どちらでもない

書面化の必要性

(n=903)

56.0%

41.4%

10.3%

9.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

収受する運賃が明確になった

附帯業務内容が明確になった

無駄な手待ち時間が解消された

その他

(n=604)

※複数回答あり

書面化によって改善されたこと

トラブル発生時に証拠として提示できる

再確認ができるので間違いが少なくなった

配車ミスが無くなった

○書面化について、約７２％の事業者が「必要」と回答した。
○書面化によって改善されたこととして、「収受運賃が明確になった（５６％）」、「附帯
業務内容が明確になった（約４１％）」との順番となり、「その他」としては、「トラブル発
生時に証拠として提示」、「間違いが少なくなった」、「配車ミスがなくなった」等の回答
があった。

書面化により最も改善が見られた業種（輸送品目） 書面化を更に推進させるために必要なこと
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(n=141)

主な回答

積み込み荷物について、リフト積みか手積み、クレーン積みかを明記

貨物事故発生時の責任の所在、責任範囲の明確化（２次災害の免責）

待ち時間や、それにより遅れた場合の費用など

待機時間に対する制限

交通状況による遅れについて荷主への補償をどうするか

運送品の貨物重量及び総重量

変更があった場合の作業に伴う適正な運賃価格

運行ルート変更時の割増し

書面化推進ガイドラインの必要記載事項に追加すべき項目

書面化により最も改善が見られた業種（輸送品目）

主な回答

【行政等からの指導、働きかけ等】

・行政から荷主等への指導が必要/荷主の監督省庁から荷主に対して指導すること

・国交省だけでなく、厚労省、経産省も共に動いてほしい

・荷主に対する理解促進。荷主へのアピールを積極的に行う

・荷主の理解と力関係の改善が必要

・他業界への説明・周知

・事業者への更なる周知。多くの事業者が書面化について理解していないと思う

・定期的なガイドラインセミナーの開催

【その他】

・真荷主・元請に対し運送事業法で厳しく取り締まる必要がある

・事業者の自覚とレベルアップ（荷主側に伝わっていない）

・
荷主側が協力する姿勢がなければ項目にいくら車両留置料や附帯業務料があっても金額に
反映できない

・弁護士等無料相談できる仕組みがあれば良いと思う

回答項目 回答数

１位 建設資材・住宅関連 24

２位 自動車、輸送用機器、家電、その他工業品 19

３位 機械工業品・機械部品 13


